
議案第３ ８号

ひた ちな か市 国民 健康 保険 税条 例の 一部 を改 ‾ｙＥす る条 例制 定に つい

て

ひた ちな か市 国民健康保険税条例の 一部 を改ｍす る条 例を 緊紙 のと おり 制定する。

令和 ４年　 ３ｙｘ　 ２日　 を出

令和　 年　　 １　　 日　 議決

ひた ちな か市長　 大　谷

１

明



ひた ちなか市条例第　　号

ひた ちな か市 国民健康保険税条 例の 一部 を改 蚤す る条例

ひた ちな か市 国民 ９康 保険 税条 例（ 平成 ６年 条例 第７ ４号 ）の 一部 を次 のよ うに

改ｊモす る。

第２ 条第 ２須八び第３ 須中 「並 びに」を 「‾ｋび」に改め ，「及び世帯別平等割額」
－

を削 る。

第３ 条の 見出 し中 ［に 係る ］の 次に 「基 礎氛税額 の」 を加 え， 回条 第１ 須中 「１

００ 分の ７． ２８ 」を 「１ ００ 分の ６． ８８ 」に改め る。

第４ 条の見出 し中 「に係る 」の次に 「基礎氛税額の」 を加 え， 回条中「 １８ ，０

００ 円」 を「 ３８ ，４ ００ 円」 に改 める。

第５ 条を 削るｏ

第５ 条の ２中 「賦 課期 日の 属す る年 の前 年の 所得 に係 る」 を削 り， 「１ ００ 分の

１． ３４ 」を 「１ ００ 分の ２． ３２ 」に 改め ，回 条を 第５ 条と する。

第５ 条の ３中 「５ ，０ ００ 円」 を「 １２ ，８ ００ 円」 に改 め， 鴇条 を第 ５条 の２

とす る。

第５ 条の ４を 帖る。

第６ 条中 「１ ００ 分の レ　 １６ 」を 「１ ００ 分の 卜　 ７０ 」に 改め る。

第７ 条中 「１ ０， ００ ０円 」を 「１　２， ００ ０Ｆ」」 に改 める。

第１ １条第１ 須中 「回 条」 を「 その減額後」 に改 め， 回条 第３ 須中 「第 ２条 第１

須の 額を 」を 「回 須の 額を 」に 改め ，回 条第 ４須 中「 を第 １項 」を 「を 回須 」に，

「第 ２条第１ 須の額か ら」 を「 回須 の額から 」に 改め ，回条第 ５須 中「第２ 条第１

須の 額を 」を 「回 須の 額を 」に 改め ，回 条第 ６項 中「 を第 １項 」を 「を 回須 」に，

「第 ２条 第１ 須の額か ら」 を「 回項の額 から 」に 改め ，鶚条第 ７須 中「 を第 １須」
１

を「 を回 須」 に， 「第 ２条 第１ 須の 額を 」を 「回 須の額を 」に 改め ，回 条第 ８須 中「を

第１ 須」 を「 を回 須」 に， 「第 ２条 第１ 須の額か ら」 を「 回須の額から 」に 改め る。

第１ ９条 中「八びイ」 をＭ り， 「ウ ‾反びエ 」を 「イ 」に ，「 並びに回 条第 ４項木ズ」

を「 八び 同条 第４ 須木 嫐こ」に ，「 から オ」 を「 から ウ」 に改 め， 回条 第１ 号中 Ｆ第７

０３ 条の ５」 を「 第７ ０３ 条の ５第 １須 」に 改め ，「 特定 ［鶚一世帯所属者］の 次に 「（国

Ｒ健康保詼毎第６ 条第 ８倚の規 定に より 披イ宋除 者の 資格 を喪 央し た者 であ って ，慝

該資格を 喪失 した 日の 前日 弧後継続 して 回一 の世帯に 属す るも のを いう 。い，下回

じ。 ）」 を加 え， 回号ア中 「に係る 」の 次に 「基礎簇税額 の」 を加 え， 「１ ２， ６００

２－



Ｆｊ 」を 「２ ６， ８８ ０「９」 に改 め， 同号 イを 削り ，同 号ウ 中「 ３， ５０ ０『９』 を「 ８，

９６ ０円 」に 改め ，同 号中 ウを イと し， エを 削り ，回 号オ 中「 ７， ００ ０トｌ‾いを 「８，

４０ ０円 」に 改め ，回 号オ を回 号ウ とし ，回 条第 ２号 中「 第７ ０３ 条の ５」 を「第

７０ ３条 の５ 第１ 項」 に改 め， 回号 ア中 「に 係る 」の 次に 「基 礎戮，税 額の 」を 加え，

「９ ，０ ００ 円」 を「 １９ ，２ ００ 円」 に改 め， 回号イを 削り ，鶚号ウ 中「 ２，５

００ トＥｊ」 を「 ６， ４０ ０Ｐ」」 に改 め， 回号 中ウ をイ とし ，エ を削 り， 回号 オ中 「５，

００ ０円 」を 「６ ，０ ００ 「ｌ」」 に改 め， 回号 オを 回号 ウと し， 回条 第３ 号中 「第７

０３ 条の ５」 を「 第７ ０３ 条の ５第 １項」に 改め ，回 号ア 中「 に係 る」 の次 に「基

礎課税額 の」 を加 え， 「３ ，６ ００ Ｆ９ 」を ［７ ，６ ８０ ド］ 」に 改め ，回 号イ を肖Ｉ」 り，

回号 ウ中 「１ ，０ ００ Ｆエ」」 を「 ２， ５６ ０円 」に改め ，回 号中 ウを イと し， 工を削

り， 同号 オ中 「２ ，０ ００ 円」 を「 ２， ４０ ０円 」に 改め ，回 号オ を回 号ウ とし，

回条 に次 の１ 項を加え る。

２　 国民健康保険税の納税義務者の属す る世帯鸚に６ 歳に達す る日 勁，後の最初 の３

Ｊｊ ３１ 日八 前で ある 披イ来陳者（八下 「未就学 兄」 とい う。 ）が ある 場合 にお ける售

該納税義務者に対 して 課す る被保険者均等割額（ 亶，該納税義務者の世帯に 属する

未就学兄 につ き算 定し た披保険者均等割額（前項に規定す るを額を減額する もの

とし た場合に あっ ては ，そ の減額後 の披保恢者ね 等割 額） にｍ る。 ）は ，ち該被 イ宋

除者均等割額から ，次 の各 号に 掲げ る［叉分 に応 じ， それぞれ 当該各号に定める額

を減額し て得た額 とす る。

（１ ）　 国Ｒ健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額　 次に掲

げる 世帯 の区分に 応じ ，そ れぞれ未就学児１ 人に つい て次 に定 める額

ア　 前項第１ 号ア に規定す る金額を減額 した 世帯　 ５， ７６ ０円

イ　 前項第２ ぢア に規定す るを額を減額 したｔ帯　 ９， ６０ ０ＰＩ

ウ　 前項 第３ 号ア に規 定す る金 額を 減額 した 世帯　 １５ ，３ ６０ ［ＩＪ

エ　 アか らウ までに掲げる 世帯八外の世帯　 １９ ，２ ００ ＰＩ

（２ ）　 ｍＲせ康保険 の披 Ｗこ 陳者 に係 る後 期高 齢者 支援 を等 氛税額の 披保 険者均

等割額　 次に掲げ る世帯の ［恚：分 に応 じ， それぞれ未就学兄 １人 につ いて次

に定める額

ア　 前項第１ 号イ に規定す る金額を減額 したｍ帯　 １， ９　２　０Ｆ９

イ　 前項第２ 号イ に規定す る金額を減額 した世帯　 ３， ２０ ０ＰＩ

ウ　 前項第３ 倚イ に規定する金額を減額 した世帯　 ５， １２ ０円

エ　 アか らウ までに掲げる 世帯以外の世帯　 ６， ４０ ０円

第１ ９条 の２ 中「 前条 の」 を「 前条 第１ Ｊミ耿の 」に ，「 前条 第１ 号」 を「 前条 第１項

第１ 号」 に， 「「 総所得金額」 」を 「［ 総所得を額及 び］ 」に 改め ，（ 第３ 号におい て鶚

し。 ）」 の次 に「及び」を加え る。・

３



第２ ０条 中［ （法 附則 第３ ５条 の２ の４ 第２ 項の 規定 によ り読 み替 えて 適Ｊｉ目 され

る場合を 含む 。） 」を 削り ，「 法第 ３１ ７条 の２ 第１ 項た だし 書」 を「 回項 ただ し書」

に改 める。

付則 第４ 項中 「第 １９ 条」 を「 第１ ９条 第１ 項」 に， 「同 条中 」を 「回 項中 」に，

「第 ７０ ３条 の５ 」を 「第 ７０ ３条 の５ 第１ 項」 に改 める。

付則第５ 項中 「第 ５条 の２ 」を 「第 ５条」に ，「 第１ ９条」を 「第 １９ 条第 １項」

に改める。

付則 第６ 項中 「第 ５条 の２ 」を 「第 ５条 」に ，「 第１ ９条 」を 「第 １９ 条第 １項」

に改 め， 「祖税特私措置法」の 次に 「（ Ｍ和 ３２ 年法律第 ２６ 号） 」を 加え る。

イ才 ｍ第 ７項 ，第 ８項八び第１ ０項 から 第１ ５項 まで の規 定中 「第 ５条 の２ 」を 「第

５条 」に ，「 第１ ９条」を 「第 １９ 条第 １項」に 改め る。

付則 に次 の見 出し‾反び２ 項を加え る。

（令和４ 年度分の 国Ｒ健康保険税の減免の特例）

１６　 市長 は， ｍＲ９康保険税の 納税義務者の 属す るｔ帯Ｆ大１ に， １８ 歳に 達す る日

い，後の最初 の３ ｙｘ ３　１日 罧前であ る国民健康保険の枝保険者 （未就学究であるも

のを 除く 。ぶ 下「 １８ 歳未満枝保険者」 とい う。 ）が ある とき ，又 は未就学万反

び１ ８歳未満枝保恢者 い，タト の国 Ｒ健康保険の被保険者が３ 人な上あ ると きは，肖

該納税義務者 に係 る令和４ 年度分の 国Ｒ健康保険税に つい て， 規則 で定 める とこ

ろに より 減免する。

１７　 前項 の規定に よる 国民健康保険税の減免 は， 職権 によ り行 うも のと する。

付　則

（施行期 日）

１　 この 条例 は， 令手口４ 年４ 天ｊ １日 から 施行する 。た だし ，第 ３条 の見 ｍし の改 ‾を

規定，第 ４条 の見 出し の改 ｊＥ 規定，第 ５条 の２ の改ｍ規定（ 「賦課期 日の属す る年

の前年の所得に係 る」 を肖１』 る部 分に ｍる 。） ，第 １１ 条の 改ｊＥ規定（ 回条第１ 項の

改ｍ 規定 を除 く。 ）， 第１ ９条 第１ 号ア の改 ‾を規定 （「 に係 る」 の次 に「 基礎課税額

の」 を加 える 部分 にｍ る。 ）， 回条 第２ 号ア の改 ｍ規 定（ 「に 係る 」の 次に 「基礎課

税額 の」 を加 える 部分 にほ る。 ）， 回条 第３ 号ア の改 ｉＥ 規定 （「 に係 る」 の次 に「基

礎課税額 の」 を加 える 部分 に限 る。 ）， 第１ ９条 の２ の改 ‾ｉＥ規 定（ 「前 条の 」を 「前

条第 １項 の」 に， 「前 条第 １号 」を 「前 条第 １項 第１ 号」 に改 める 部分 を除 く。 ），

第２ ０条 の改 ‾ｉＥ規 定及び付則第 ６項の改ｍ規定（ 「租税特緊措置法」の次に 「（９

和３ ２年法律第２ ６号 ）」 を加 える 部分に限 る。 ）は ，む布の 日か ら施行す る。

（適 用［萢分］

２　 改ｍ 後の ひた ちな か市 国Ｒ Ｒ康 保険 税条 例の 規定 は， 令秘 ４年 度八 後の 年度分

－４－



の国 民健康保険税 につ いて 適ｍ し， 令れ１３ 年度 分ま での 国民健康保険税に ついて

は， なお従前の例 によ る。

５－



Ｑ

参考資料

ひたちなか市国民健康保険税条例新 ｜日対照表 Ｎ０ ．１

旧 新 備考

（氛税額）

第２ 条　略

２　 前項第１ 号の ｊＷ礎課税額 は， ｔＵニ帯圭（前条第２ 項の世帯主を 除く 。） 八び

その ↑ｔ帯に属す る国民健康保険の被保険者につ き算定した所得割額並びに被
－

保険者均等割額攷、び世帯 ＭＩ」平等割額の合算額と する 。ただし，售該合算額が
－

６３ ０， ０　０　０Ｆｌｊ を超 える 場合において は， ｊＷ礎氛税額 は， ６３ ０， ０００

ＦＩ とする。

３　 第１ 項第 ２その後期高齢者支援を等蓊税額は ，ｔｔｔ帯主 （前条第 ２項のｔｔｔ帯

主をほく 。） 八びそのｔｔｔ帯に属する被保険考につき算定した所祖が額羞ｍｙ

被保険者均等割額八び皀帯Ｓ・」平等割額の合算額とする。ただし，肖該合算額
－

が１ ９０ ，０ ００ Ｆ９ を超 える 場合 にお いて は， 後期 高齢者支援金等氛税額

は， １９ ０， ００ ０ＰＩと する。

４　略

（国民健康保険の被保険者に係 る所得割額）

第３条　前条第２項の所得割額は， 賦逎、期 日の属する年の前年の所得に係る地

方税法（Ｍ和 ２５ 年法律第 ２２ ６号。な下「 法」 とい う。 ）第 ３１ ４条 の２

第１ 項に規定する 総所得金額八びＬＬｊ林所得金額の合計額か ら回条第 ２項の規

定に よる控除をした後の総所得金額及びロ」林所得金額の合計額（勁、下「基礎

ぢ除後の総所得金額等」と いう 。） に１ ００分の ７． ２８ を乗 じて算定す

る。

２　略

（写京攷康保険の被保険者に｛来る被保険者ね等割額）

第４ 条　 第２ 条第 ２項の被保険者均等割額は，被保険者１ 人につい て工心立

００ Ｐニ１と する。
－

（国Ｒ健康保険の被保険者に係る世帯Ｓり平等割額）
－

第５ 条　 第２ 条第 ２項の藐．帯ＭＩ」平等割額は，次の各号に掲げる世帯の区分に応

（課税額）

第２ 条　略

２　 前項第１ 号の基礎頂、税額 は， 世帯圭（前条第２ 癢の世帯主を 除く 。） 八び

そのｔｔｔ俗にＸするｍＲ９康保険の被保険者につき算定した所得割額祉び被保
－

険者均等割額の合算額 とす る。 ただ し， 肖該合算額が ６３ ０， ００ ０「ｒ］ をがｉ

える 場合において は， 基礎課税額は，６ ３０ ，０ ００ Ｆ９ とす る。

３　 第１ 項第 ２号の後期高齢者支援金等課税額は，世帯主 （前条第 ２項の世帯

主を 除く 。） 八びその世帯に属する 被保険者につ き算定し た所得割額八び被
－

保険者均等割額の合算額とする。ただし，ち該合算額が１ ９０ ，０ ００ ［Ｉ‾χを

超え る場合においては，後期高齢者支接台等毳税額は，１ ９０ ，０ ００ ＦＩＩと

する。

４　略

（国Ｒ健康保険の被保険者に係 る基礎氛税額の所得割額）

第３ 条　 前条第２ 項の所得割額 は， 賦逎、期 日の属す る年の前年の所得に係 るｔ

方税法（９和 ２５ 年法律第 ２２ ６号。な下「 法」 とい う。 ）第 ３１ ４条の２

第１ 項に規定する 総所得金額八び日」林所得金額の合計額から 回条第２ Ｊミ回の規

定に よる 控除 をし た後 の総所得金額八び ［ｔｌ林所得金額の合計額 （な 下「基礎

控除後の総所得金額等」と いう 。） に１ ００ 分の ６． ８８ を乗 じて算定す

る。

２　略

（国Ｒ健康保険の被保険者に係 る基礎儡、税額の被保険者均等割額）

第４ 条　 第２ 条第 ２項の被保険者均等割額は，被保険者１ 人につい て３　８，４
－

０　０　Ｆｌｊ　とす る。
－

こ。それぞれ售夥、假倚に定め る額 とす る。

（１ ）　 特定ｔＵニ帯 （特定同一ｔｔ帯所Ｘ者（国Ｒ健康保険法第 ６条第８ 号の規



～、１

Ｎ０ ．２

旧 新 備ぢ

こ　

目の愾日な後継縦して回一のｔｔｔ帯に属するものをいうＪご回Ｕ長上

と回一の世帯にＸする被保険者が属する世帯であって，回 目の属する

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割額）

箍ユ圭　第２ 条第 ３項の所呉粘額は，ＪＩ礎控肓後の総所祖金額等に上四大］と
２． ３２ を乗 じて算定する。
－

（国Ｒ健康保険の披保険者に係る後期高齢者支板台等頂、税額の被保険者均等

割額）

第え匙四ユ　第２ 条第 ３項の披ほ険考ね等か］額は， ま保顫希１人について１〃－ｓ
ｊしＪＵＵとほとする。

（介護納吭兔氛税被保険者にィ鼻る 所得割額）・

第６ 条　第２ 条第 ４項の所得割額は，介護納ィ才金氛税被保険者にＷるま礎控除

Ｊｊ （な下この号において 「特定ＪＩ」 とい う。 ）以後５ 年を経３する 」」

までの回にあ るも の（芭該ｔｔ俗に他の披保険者がいない場合にｍ

る。 ）をいう。ぷ下回 じ。 ）及び特定継続世帯（特定回一世帯所属者

と同一の世帯に属する披保険者が属する世帯であって特定ｙＷ、後 ５年

を経過するｙｘの１１ ＪＩ から特定ｙＷ、後 ８年を経過するＪＩまでの間にある

もの （售該世俗に他の披保険者がい ない場合にｍ る。 ）を いう 。以下

回じ。） い、外の ｔｔｔ帯　ｊしら＿ｊＵＵｔＰ！

（２ ）　 特定ｔｔ帯　二匹ご匹攷」］¶！

（３ ）　 特定継続ｔｕ：帯　上℡ごＵユ』］リ、
－

（国Ｒ健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援を等課税額の所得割額）

篤ｊｊ颱ひえ　第２ 条第 ３項の所得肖１１額は，ほほ加１日 の属する年の愾年の所得に
係る ＪＩ礎控除後の総所得金額等に １０ ０その１ ．３ ４を乗じて算定す る。
－

（国 Ｒ４康保険の被保険者に｛来る 後期高齢者支接台等ほ税額の披保険者均等

割額）

箘５ 条の ３　 第２ 条第 ３項の被保愀考ね等お額は，被保険惹１ 人についてえ。、

００ ０Ｆｊと する。
－

（ｍＫ健康保険の被保険者にＷ る後期高齢者支援硲．等ほ税額のｔｔ帯ＭＩ」平等割

親し

第５ 条の ４　 第２ 条第 ３項のｔｔｔｍｌぼ等割額は， 次の各そに掲げる ｔｔ帯の区分

に応 じ， それぞれ售該ざ号に定める額とする。

（１ ）　 饐良吏蜑及び特ｔ継続ｔ帯八夕１ヽのｔｔ帯　彑匹ユ　ＯＦ９

（２ ）　 特定ｔｔ帯　七よＵ匹
ｇ

（３ ）　 特定継縦ｔｔｔ帯　え。ユこしＵｙ

（介護納付金課税被保険者に係る所得割額）

第６ 条　第２ 条第 ４項の所得割額は，介護納ィ才金ほ税被保険者に係る基礎控除
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後の総所得金額等に１ ００分の １． １６ を乗じて算定する。

（介護納付を装、税被保険者に係る披保険者均等割額）

第７ 条　 第２ 条第 ４項の被保険者均等割額は，介護納付金ｔ税披保険者 １人に

つい て１　０， ００ ０［９と する。

（納税義務の発生，消滅等に伴 う賦課）

第１ １条　国Ｒ健康保険税の賦課期日 後に納税義務が発生した者には，その発

生した日 の属する１から， ＪＩ 割をもって算定した第 ２条第１ 項の額（第１９

条の規定によ る減額が行われた場合には，回条の国Ｒ健康保険税の額とす
一一

る。 Ｊス 下こ の条 において 回じ。） を氛する。

２　略

３　 第１ 項の賦課期日 後に第１ 条第 ２項のｔ帯圭 （け下次項ま でにおい て「２

癢ｔ帯主」と いう 。） であるＷ迴胤康ィ来険税の納税義を希が回条第１ 項の ４せ

帯主 （以下次項ま でにおいて「 １項世帯主」 とい う。 ）と なっ た場合に は，

葹該 １項ぜ：帯主 とな った 日を第Ｘ叛の賦課期日 とみなして算定した售該刪税

義務者に係る第２ 条第 １項の額から 萢該 １項ｔｔｔ帯主と なっ た者を２ 項ｔｔｔ帯圭

とみなして算定した岑ぶ、納税４務希に係る簑２圭策士里の額を搾はした残額

を， 范該 １項世帯主と なっ た日 の属する Ｊｊ から ，１ 割を もっ て售該納税義務

者に戮、する。

４　 第１ 項の賦課期日 後に １項ｔｔ帯主であ る国Ｒ健康保険税の納税義務者が２

項き帯圭となった蘓翕には，当、翕、２琢え帯圭となった 日を策よ堕のＷｍ目

とみなして算ｔした萢該納税義務者にィ京る第２ 条第 １犧の額を售該２ 項ｔｔｔ帯

主と なった者を１ 項世帯主とみなして算定した售該納税義務者に係る第 ２条
一一

第１ 項の額か ら控除し た残額を，售該２ 項世帯圭 とな った 日（国Ｒ健康保険
－

法第 ６条第１ 号から第 ８号までのいずれかに該售する こと によ り２ 項ｔｔ帯主

となった場合において，肖該２項世帯主となった 日がＪｊ の初日である とき

は， その前日 ）の属す るＪｊか ら， ＪＩ 割を もっ て售該納税義務者の国民健康保

険税の額から減額する。

５　 第１ 項の賦課期日 後に国Ｒ健康保険税の納税義務者の世帯に属する被保険

者（萢該納税義務者を除く 。八下次項において同 じ。 ）と なった者がある場

合に は， 售該被ほ険者 となった 日を第ドａの賦氛期日 とみなして算定した售

後の総所得金額等に１ ００ 分の １． ７０ を乗 じて算定する。

（介護納付金ぽ税披保険者に係る被保険者ね等割額）

第７ 条　 第２ 条第 ４項の被保険者均等割額は，介護納付金頂、税被保険者１ 人に

つい て１ ２， ００ ０［ＩＪ とす る。

（納税義務の発生，消滅等に伴 う賦課）

第１ １条　国Ｒ健康保険税の賦霖期日 後に納税義務が発生した者には，その発

生した日 の属する ＪＩ から，ｊｌ割をもって算定した第２条第 １項の額 （第 １９

条の規定によ る減額が行われた場合には，その減額後の国Ｒ健康保険税の額
－

とす る。 罧下 この条におい て回 し。 ）を課す る。

２　賂

３　 第１ 項の賦霖期日 後に第１ 条第 ２項の世帯主 （け下次項までにおいてＦ２

項世帯圭」という 。） である国Ｒ健康保険税の納税義務者が回条第 １項の世

俗主 （勁、下次項までにおいて 「１ Ｊミａｔ俗主」と いう 。） となった場合には，

售該 １項世帯圭と なった日 を第 １項の賦翦、期日 とみなして算定した售該納税

義務者に係る第２ 条第 １項の額から 售該 １項世帯主と なった者を２項皀鵞士

とみなして算定した芭該納税義務者に係る回項の額を控除した残額を、 范該
－

１項世帯主と なった日 の属する ＪＩ から，ｙｘｔＩ＼をもって范該納税義務者に氛す

る。

４　 第１ 項の賦氛期日後に １項世帯主である国Ｒ健康保険税の納税義務者が２

項世帯主 とな った場合には，售該２ 項世帯主 とな った 日を 回項の賦課期 日と
一一

みな して算定 した 售該納税義務者に係る 第２ 条第 １項の額 を葹該２ 項世帯圭

とな った者を １Ｊミ耿世帯主と みな して算定 した 燕該納税義務者に係る 同項の額
－

から控除した残額を， 肖該 ２項世帯主と なった日 （［］ＩＲ健康保険法第６ 条第

１号から 第８ 号ま での いずれかに該 售す るこ とに より ２項世帯主と なっ た場

合において， 售該 ２項世帯主と なっ た日 が天ｊの初日 であ ると きは，その前

日） の属する 天ｊ から ，天丿割 をも って 萢該納税義務者の国民健康保険税の額か

ら減額する。

５　 第１ 項の愾課期日 後に口ＪＲ９康保険税の納税義務者の世帯に属する被保険

者（萢該納税義務者を除く 。な下次項において回 し。 ）と なった者がある場

合には， 肖該被保険者となった 日を第１ 項の賦翦、期 日と みな して算定した范
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該納税義務者に係る第 ２条第１ 項の額から售該察保険者と なった者が肖該世

俗に属する察保険考でないものとみなして算定した售Ｔ羸納悦義務希にＷる築

え条築上９（の額を控はした残額を，当、崔皈保憮、考と なっ た日 の属する ＪＩか
ら， ＪＩ 割を もって萢該納税義務者に課する。

６　 第１ 項の賦氛期日後に国Ｗ良康ほ陳税の嶌悦義務者の世帯に属する察保険

考でなく なった考がある場白には， 苞Ｗめ湊、希でなくなった日を策士堕の

賦戮、期 日と みな して算定 した萢該納税義務者に係る第２ 条第 １項の額を当該

察保険者でな くな った者が 售該 ｔｔｔ俗に属する 察保険者であ るも のと みな して

Ｗｔ した当ぬ、納悦義務希に係る兔ユ兔第バＲの額か ら控はした残額を，当ぷ、

察保険者でな くな った 日（国Ｒ健康保険法第 ６条第１ 号か ら第 ８号までのい

ずれかに該萢する こと によ り察保険者でなく なった場合において， 售該察保

険者でな くなった 日が ＪＩ の初 日である とき は， その前日 ）の属す るＪＩか ら，

ＪＩ 割を もっ て售該納税義務者の国民健康保険悦の額から減額する。

７　 第１ 項の賦氛期日後に［ＸＩＲ９康ほ険税の納税義務者のせ俗に属する介護納

付金霖悦察保険者 とな った者が ある ４合には，售該介護納付金課税察保険者

とな った 日を策士槙のほほＪり１日 とみなして算定した当、霖納税義務希に係る第

２条第１ 項の額から肖該介護納ィ才金氛税察ほ険者と なった者が售該ｔｔｔ俗に蓊

する 介護納付金課税察保険者でない もの とみなし て算定した范該納税義務者

にＷる鍜丿漣ぼ士９１の額を控はした残額を，当ぬ、介舊納ィ才金鶚四ぶ皸考と
なった日 の属する天ｊ から，ヂｊ割をも って葹該納税義務者に課する。

８　 第１ 項の賦翦、期 日後に国Ｒ９康保険悦の納税義務者の世帯に属する介護納

付金氛税察保恢者でな くな った者が ある 場合には，售該介護納ィ才金氛悦察保

恢希でな くな った 日を策士庶の賦氛期日 とみなして算定した嵜ぶ、納税義務考

に係 る第 ２条第１ 項の額を 萢該介護納付金ほ税察保険者でなく なっ た者が售

｀該ｔｔｔ俗に属する介護納ィ才金氛悦察保皸者であるものとみな して算定した售該

納税４務希に殱、る七よ第１項の額から控はした残額を， 范夥、介ま納ィ才金戮、
税察保険者でなく なった日 の属する 大ｊ から，天１割をも って葹該納税義務者の

国Ｒ健康保険悦の額から減額する。

（国民健康保険税の減額）

第１ ９条　次の各号のいずれかに掲げ る国Ｒせ康保険税の納税義務者に対 して

頂、する ｍＲ健康保険悦の額は，第 ２条第２ 項本ズのｔ號氛税額か らア菰覬薗

該納税義務者に係る第 ２条第１ 項の額から葹該披保険者と なった者が范該世

俗に属する被保険者でないものとみなして算定した售該納税義務者に係る回
一

項の額を控除した残額を， 葹該被保恢者となった 日の属するＪＩか ら， ＪＩ 割を
－

もっ て售該納税義務者に簇する。

６　 第１ 項の賦課期日 後に国民健康保険税の納税義務者の世帯に属する被保険

者でなく なった者かおる場合には， 售該被保険者でなくなった日を回Ｊミａの賦
－

儡、期日 とみなして算定した售該納税義務者に係る第 ２条第１ 項の額を葹該被

保険者でなく なった者が葹該世帯に属する披保険者である もの とみなして算

定した萢笞、嶌税義務希にィ鼻る皿攘の額から控除した残額を，当ぬ嵐保皸希で
なく なった日 （国Ｒ健康保険法第６ 条第 １号から第８ 号までのいずれかに該

售するこ とに より 被保険者でな くなった場合において，售該被保険者でなく

なった日 がＪｊの初日であると きは，その前 日） の属する 天ｊ から，ＪＩ割をもっ

て售該納税義務者のｍＲ健康保険税の額から減額する。

７　 第１ 項の賦氛期日 後に国民健康保険税の納税義務者の世帯に属する 介護納

ィ才会氛税被保険者と なっ た者があ る場合には， 萢該介護納付兔逎、税被Ｗこ陳者

となった 日を旦庶の賦氛期 日と みな して蜃定 した萢夥胤税義務考にＷる第２
条第 １項の額から 萢該介護納付会戮、税被保険者となった者が售該４せ俗にＭす

る介護納付兔簇税被保険者でないも のと みな して算定 した 售該納税義務者に

係る鶚癢の額を控除した残額を，范該介護納付会氛税被保険者となった 日の
－

属す るＪＩか ら， Ｊ割 をも って 售該納税義務者にはす る。

８　 第１ 項の賦氛期日 後に国Ｒ健康保険税の納税義務者の世帯に属する 介護納

け会蓊税被保険者でな くなった者がある場合には，萢該介護納付会ａ果税披保

陳考でな くなった 日を皿堕のＷｍ日 とみなして算定した范碆胤税義務希に
係る第２ 条第 １項の額を萢該介護納付会霖税被保険者でな くなった者が售該

↑ｔｔ俗に属する介護納暁な霖、税被保険者であるものと みな して算定 した售該納

税義務者に係る回項の額から控除した残額を，售該介護納付会翦、税披保険者
－

でなくなった 日の属するＪＩから， ＪＩ 割をもって肖該納税義務者の国民健康保

陳税の額から減額する。

（国民健康保険税の減額）

第１ ９条　次の各号のいずれかに掲げる国Ｒ健康保険税の納税義務者に対 して

課する国Ｒせ康保険税の額は， 第２ 条第 ２項本文の基礎課税額からアに掲げ
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に掲 げる 額を減額 して得た額（ 售該減額 して得た額が ６３ ０， ００ ０Ｒ を超

える場合には ，６ ３０ ，０ ００ Ｆ［ｊ） ，同 条第 ３項本ウこの後期高齢者支援を等

蓊税額か らウ 八びェに掲げ る額を減額し て得た額 （售該減額し て得た額が１
一一

９　０， ００ ０「ェ」 を超 える 場合には ，１ ９０ ，０ ００ 「ｒ］） 並び に回条第 ４項本
一一

ウこの介護納付金氛税額か らォに掲げる 額を減額 して得た額（ 售該減額 して得
四ｔ

た額が１　７　０， ００ ０Ｆ］を超え る場ｉ合 には，１ ７０ ，０ ００ ＰＩ ）の合算額と

する。

（１ ）　 缶第 ７０ ３条 の５ に規定す る総所祖金額八び ロ』 林所祖を額の合算額

が， ４３ ０， ００ ０円 （納税義務者並びにそ の世帯に属す る国Ｒ健康

保険 の被保険者八び特定鶚一ｔｔ帯所属者の うち 給与所得 を有する者

（前年中 に法第７ ０３ 条の ５に規定する 総所得金額に係る 所得税法
－

（昭和４ ０年法律第３ ３号）第 ２８ 条第 １項に規定する給与所得につ

いて 回条第３ 項に規定する 給与所得控除額の控除を受 けた者（回条第

１項 に規定す る給与等 のｑ又人を額が５ ５０ ，０ ００ ［９ を超 える 者に覧

る。 ）を いう 。以下こ の号において 回し。） の数及び公的年金等に係

る所得を有する者 （前年中に法第７ ０３ 条の ５に規定する総所得金額

に係 る所得税法第 ３５ 条第 ３項に規定するぬ的年金等に係る所得につ

いて 回条第４ Ｊミ胤に規定する と的年金等控除額の控除を受け た者 （年齢

６５ 歳未満の者に あっ ては燕該ぬ的年金等の収入金額が６ ００ ，００

０Ｆｊを超え る者に勁、ち ，年齢６ ５歳以上の者にあ って は售該ぬ的年金

等の収入金額が１ ，！　０　０， ００ ０［１‾χを 超え る者に笳、る 。） をい い，

給与所得を有する 者を 除く 。） の数の合計数 （ぷ下こ の条 において

「給与所得者等の数」 とい う。 ）が ２八上の場合にあ って は， ４３

０， ００ ０『９に 售該給櫁所得者等の数から １を減じ た数に１　０　０，０

００ ［］１を乗じ て得た金額を加算 した金額）を超えない世帯に係 る納税

義務者

ア　 国Ｒ健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額　被保険者 （第

１条第２ 項に規定する世帯主を除く 。） １人について １２ ，６ ００

［ｌｊ
－

ィ　 国Ｒ健康保険の披保険者に係る世帯緊平等割額　 次に掲げる世帯
－　　　 一一

る額を減額して得た額 （肖該減額して得た額が６ ３０ ，０ ００ Ｆ９ を超える場

合には， ６３ ０， ００ ０ＦＩ） ，回条第３項本よの後期高齢者支援奈等義税額

からィに掲げる額を減額して得た額 （ち該減額して得た額が１ ９０ ，０ ００
－

Ｆｊ を超える場合には，１　９　０， ００ ０ド］） 蓼、び同条第４項本文の介護納付を
－一一ヽ

課税額からウ に掲げる額を減額 して得た額（燕該減額 して得た額が １７ ０，
皿χ

００ ０ＦＩＩ を超える場合には，１ ７０ ，０ ００ 円） の合算額とする。

（１ ）　 法第 ７０ ３条の５ 第１ 項に規定する総所得を額八びロ」林所得兔．額の
－

合算額が，４ ３０ ，０ ００ 円（納税義務者並びにその世帯に属する国

民健康保険の被保険者八び特定回一世帯所属者（国Ｒ健康保険法第６

条第 ８やの規定により 披保皸者の資格を喪失 した者であっ てｊ 肖該資

格を喪失 した 日の前日 髟、後継続して回一の耻帯に属する ものをい う。
－－ヽ

い、下鶚じ。 ）の うち給与所得を有する者（前年中に法第 ７０ ３条の５

第１ 項に規定する総所得を額に係る所得税法 （Ｈｇ和 ４０年法律第３３
一一

号） 第２ ８条第１ 項に規定する 給与所得につ いて 回条第３ 項に規定す

る給与所得控除額の控除を受けた者 （回条第 １項に規定する給与等の

収入金額が５ ５０ ，０ ００ 円を超え る者に限 る。 ）を いう 。八下この
１

号におい て同 じ。 ）の数Ｒびな的年金等 に係 る所得を有す る者 （前年

中に 法第 ７０ ３条 の５ 第１ 羶に規定する 総所得金額に係る 所得税法第

３５ 条第３項に規定する公的年を等に係る所得について回条第４項に

規定する 公的年を等控除額の控除を受け た者 （年齢６ ５歳未満の者に

あっては肖該む的年金等の収入金額が６ ００ ，０ ００ Ｆｊ を超える者に

ほり ，年齢６ ５歳な上の者にあってはヅ、該価的年を等の収入金額が

１， １０ ０， ００ ０Ｆヨを 超え る者に限 る。 ）を いい，給与所得を有す

る者を除 く。 ）の数の合計数（ い、下こ の条 にお いて 「給与所得者等の

数」 とい う。 ）が ２以上の場合にあ って は， ４３ ０， ００ ０ＦＩＩ に芭該

給与所得者等の数から １を減じた数に１ ００ ，０ ００ ［ｒｊを乗じ て得た

を額を加算したを額） を超えない４せ俗に係 る納税義務者

ア　 国Ｒ健康保険の被保険者に係る 基礎翦、税額の披保険者均等割額

披保険者 （第 １条第２ 項に規定する 世帯圭を 除く 。） １人 につ いて

２　６， ８８ ０ド］
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¶匹分に応じ，それぞれに定める箙

（ア ）　 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯　 １４ ，３　５　０Ｆ９

（ィ ）　 特定世帯　七ユ ７　５　ＦＩＩ
～

（ウ）　 特定継続世帯　圭皿二心　ＦＩＩ　　　　　・

立　ｍＲせ康索觝の披保恢希にィ京 る後 搾１ 高齢考戔薤金等霖税額の被保

険者均等割額　 被保険者 （第 １条 第２ 項に 規定する ｍ帯 圭を除

く。 ）１ 人について趾－互且且丹

ェ　 Ｗ迴良康保険の披保険者に係る 後期高齢者支接台等頂、税額のｍ帯
－　　　 一一一

ＳＩ」平等努１額　あこ掲げるｔｔ帯の［萢黛に隘こ。それぞれに定める額

（ア ）　 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯　 ３， １５ ０Ｆｌｊ
－

（ィ ）　 特定き帯　七。ｙＬ匹、

（ウ）　 特定継続世帯　 ２， ３６ ３Ｆ∃
－

ォ　 介護納付兔氛税被保険者に係る披保険者均等割額　介護納付金氛
一

税被保険者（第１ 条第 ２項に規定す る世帯主 を除 く。 ）１ 人に つい

て７ ，０ ００ ＦＩＩ

（２ ）　 法第 ７０ ３条 の５ に規定す る総所得金額八び ＬＬ」林所得金額の合算額

が， ４３ ０， ００ ０円 （納税義務者並びにその世帯に属する国民健康

保険の披保険者及び特定回一ｔｔ帯所属者の うち給与所得者等の数が２

な上の場合に あっ ては ，４ ３０ ，０ ００ ＦＩ に熬該給与所得者等の数か

ら１ を減 じた 数に １　０　０， ００ ０ＦＩＩ を乗 じて得たを額 を加算し た金

額） に披保険者八び特定回一き帯所属者 １人につき２ ８５ ，０ ００円

を加算したを額を超えない世帯に係る納税義務者 （前号に該ちする者

を除 く。）

ア　 国Ｒ健康保険の披保険者に係る 披保険者均等割額　被保険者 （第

１条第２ 項に規定する 世帯主を 除く 。） １人 につ いて ９， ００ ０ＰＩ

ィ　 国民健康保険の披保険者に係る世帯ＳＩ」平等割額　 次に掲げ る４せ帯
一一

の［‾瓦分に応じ，それぞれに定め る額

（ア ）　 特定ｔ帯‾ｋび特定継続世帯社夕１ヽの世帯　 １０ ，２ ５０ ＰＩ
－

（ィ ）　 特定せ帯　互。 １　２　５Ｆｌｊ

（ウ ）　 特定継続世帯　 ７， ６　８　８ＦＩ‾χ

ウ　 国Ｒ健康保険の被保険者に係る 後期高齢者支接台等頂、税額の被保
－

イ　 国Ｒ健康保険の被保険者に係る後期高齢者支接台等氛税額の披保
一

陳者均等割額　被保険者 （第 １条第２ 項に規定する ｔｔｔ俗主を除

く。 ）１ 人について七匹０ ド］

ウ　 介護納イ才をほ税被保険者にＷる披保恢者黠等割額　介護納付兔丿氛
一

税披保険者（第１ 条第２項に規定する世帯圭を除く。 ）１ 人につい

て８ ，４ ００ ＦＩ

（２ ）　 法第 ７０ ３条の５ 第１ 項に規定する総所得金額八びロ」林所得奈額の

合算額が，４ ３０ ，０ ００ Ｆェ１（納税義務者並びにそのｍ俗に属するｍ

Ｒ健康保険の被保険者及び特定回一ｔ俗所属者の うち給与所得者等の

数が ２髟、上の場合にあっては，４ ３０ ，０ ００ ＦＩＩに 售該給与所得者等

の数から １を減じた数に１ ００ ，０ ００ ［９ を乗 じて得た金額を加算し

たを額） に被保険者八び特定回一世帯所属者 １人につ き２ ８５ ，００

０ドｊを加算 した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前号に該葹す

る者を除 く。）

ア　 国Ｒ健康保険の被保険者に係る基礎氛税額の被保険者均等割額

披保険者 （第 １条第２ 項に規定する ｔｔ俗主 を除 く。 ）１ 人について

１９ ，２ ００ ＦＩＩ

イ　 国Ｒ健康保険の被保恢者に係る 後期高齢者支援金等氛税額の被保
－

χ／



－
｝

に
Ｉ

Ｎ０ ．７

旧 新 備考

皸者均等割額　被保険者 （第 １条第２ 項に規定する 世帯主を除

く。 ）１ 人についてＬゴｙ匹八

ェ　 ｌ四良康保険の被保険者に係る後期高齢者支援を等課税額のｔｔｔ帯
一

別平等割額　次に掲げる世帯の ［旡分に応じ，それぞれに定め る額
－　　　－

（ァ ）　 特定世帯及び特定継続世帯八外の世帯　 ２， ２５ ０ＦＪ
－

（ィ ）　 特定世帯　七１　２　５ＦＩＩ
－

（ウ ）　 特定継続世帯　 １， ６８ ８Ｆｌｊ

ォ　 介護納イ才金氛税被ほ陳者に係る被保険者ね等割額　介護納付兔］贏
一

税被保険者（第１ 条第 ２項に規定する世帯主を除 く。 ）１ 人につい

て５ ，０ ００ Ｆ９

（３）七皿に規定する総所得を額八び山林所祖金額の合冪額
が， ４３ ０， ００ ０円 （納税義務者並びにそ の世帯に属す る国Ｒ健康

Ｗ：険の被保険者八び特定回一 ｔｔ帯所属者のう ち給与所得者等の数が２

な上の場合にあっ ては，４ ３０ ，０ ００ ＦＩＩに 售該給与所得者等の数か

ら１ を減 じた数に １０ ０， ００ ０Ｆｌｊ を乗 じて 得た硲．額を加算 した金

額） に被保険者八び特定回一き帯所属者 １人につき５ ２０ ，０ ００ Ｆｌｊ

を加算し た金額をｇえ ないｍ帯 に係 る納税義務者 （前 ２号に該售する

者を除く 。）

ァ　 ｍＲ９康保険の被保険者にＷる被Ｒ陳者均等割額　披ほ険者 （第

１条第２項に規定する世帯主を除く 。） １人について ３， ６０ ０ＦＩＩ

ィ　 ＥＩＲＳ康保険の被保険者に係る世帯ＭＩ」平等割額　次に掲げる世帯

恢者ね等割額　 被保 険者 （第 １条 第２ 項に 規定する ４せ ｉを 主を除

く。 ）１ 人について旦。ゴＵリ丑

ウ　 介護納付金逎、税被保険者に係る被保険者均等割額　介護納付金氛
一

税被保険者（第１ 条第２項に規定する世帯主を除く。 ）１ 人につい

て６ ，０ ００ Ｆ］

（３ ）　 法第 ７０ ３条の５ 第１ 項に規定する 総所得金額八 びＬＬＩ 林所得金額の

合算額が，４ ３０ ，０ ００ ド］ （納税義務者並びにその世帯に属するロヨ

Ｒ健康保険の被保険者八び特定回一世帯所属者の うち給与所得者等の

数が ２以上の場合にあっては， ４３ ０， ００ ０円に燕該給与所得者等

の数から １を減じた数に１ ００ ，０ ００ ＦＩ を乗 じて得たを額を加算し

たを額） に被保恢者攷、び特定回一ｔｔ帯所属者 １人につき５ ２０ ，００

０Ｐ＝１ を加算した金額を加えないせ帯に係る納税義務者 （前 ２昜に該萢

する者を除く 。）

ア　 国Ｒ健康保険の被保険者に係る基礎曩税額の披保険者均等割額

被保険者 （第 １条第２項に規定する世帯主を除く 。） １人について

７， ６　８　０Ｆ９

ィ　 ｍＲ９康保険の被保険者に係る後期高齢者支援を等價、税額の被保
一

険者均等割額　被保険者 （第 １条第２ Ｊ五回に規定する世帯圭を除

く。 ）１ 人について毟ゴＵＬ９Ｊｊ

　

（ア ）　 特定き帯八び特定継鼈息帯な弗のｔｔｔ帯　配。上旦ぇほ

（イ ）　 特ｔｔ帯　ムユＵ匹

立皿皿皿匹皿
ウ　 ｍＲ９康保険の被４陳者にＷる 後期高齢者支援金等氛税額の被保
－

恢希ち等ぶ額　崔翳憮、希（第１ 気第 ２雉に規顰す るｔｔ帯圭をほ

く。　）１ 人について上。よ隻９ｊＬ

ェ【ＩＲぜ康ほ険の被保険者にィ奈 るな期高齢者支援兔．等氛税額の世帯

ｉｊ平等割額　次に掲げる世帯の【Ｘ分に応じ，それぞれに定める額
－

（ア）　 特定世帯及び特定継続世帯な外の世帯　 ９０ ０Ｐ＝Ｘ
－
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（ィ ）　 特定世帯　 ４５ ０ＦＩ

（ウ ）　 特定継続世帯　 ６７ ５ＦＩ

ォ　 介護納イ才金霖税被保険者に係る被保恢者均等割額　介護納付金義
一

税被保険者（第１ 条第 ２項に規定する世帯主を除 く。 ）１ 人につい

て２ ，０ ００ Ｆｊ

（特例対象被保険者等に係る国Ｒ健康保険税のは税の特例）

第１ ９条の２　 国Ｒ健康保険税の納税義務者である 世帯主又はその世帯に属す

るｍＲ９康保険の被嘔享者おし くは特定回一ｔ帯所属者が特例対象被保険者

等（法第 ７０ ３条の５ の２ 第２ 項に規定する特例対象被保険者等をいう 。第

２０ 条の ２において回 じ。 ）である場白における第３条八び箙永の規定のｊ

ウ　 介護納付金頂、悦被保険者に係 る披保険者均等割額　介護納付兔氛
一

悦被保険者（第１ 条第 ２項に規定する世帯主を除 く。 ）１ 人につい

て２，４ ００円

２　 ｍＥ９康ほ険税の納税義務者の属するｔｔｔ帯内に６歳に達する日八後の最初

の３ Ｊ１ ３　１　日ぶ前である被保険者 （な下「未就学児」と いう 。） がある場合

における 售該納税義務者にがして課する被保険者均等割額 （售該納税義務者

のｔＵニ俗にＸする未就学児につき算定した披４険そねぢ割額 （前項に規定する

奈額を減額するものと した場合にあっては、 その減額後の披保険者均等割

額） にほる。 ）は，肖該披保険者均等割額から， 次の各号に掲げる区分に応

しユ匹匹匹き１　こびじ薗大まか＿＿
（１ ）　 ＥｍョそＳ康ほ険の被保険者にＷる茣４螽税額の被保険者均等割額　次

に掲げる世帯の区分に応じ，それぞれ未就学児１ 人について次に定め
－

る額
－

ア　 前項第１ そアに規定するを額をＭ縦 した世帯　えごびに丹
－

ィ　 前項第２号アに規定する爆額を減額した世帯　 ９， ６０ ０Ｆｒ］
－

ウ　 前隻庖匹匹洫定するを額をＭ縦したが帳　匹ご匹匹
－　　　　　　　　　　　　　　　　　＿

エ　 アか らウ までに掲げる世帯以外の世帯　 １９ ，２ ００ ＦＩ
－

（２ ）　 日ＩＲまま保険の披は険者に係る後期高齢者支援を等氛税額の被保険

考－ね等肖１＼額　次に掲げるぜ帯の区黛に応しユ：れぞれ未就倅児土入縊

ついて次に定める額

ア　 前項第１ 号ィ に規定する奈額を減額 した世帯　ｍニ９　２　０ＦＩ］
－

ィ　 前項第２ そィ に規定するを額を減縦 した兔帯　七皿丿示
一

立　前項第３ 脣ィ に覧定する金額を皿した４ｊｔ帯　ｊし １２ ｏａ
エ　 アからウまでに掲げる世帯以外の世帯　 ６， ４０ ０Ｆ］
－

（特Ｍ対象被保険者等にＷるＳＷ胤嗷保険税の霖税の特Ｍ）

第１ ９条の２　 国Ｒ健康保険税の納税義務者である世帯主又はその世帯にＸす

る蛮民Ｗ康保険の被保恢者おし くは特定回一ｔ帯所属者が特例筒象披保険者

等（法第 ７０ ３条の５ の２ 第２ 項に規定する特例対象被保険者等をいう 。第

２ｏ 条の ２において回 し。 ）である蘓合における第３条八び前唐厰士但の規
－



←
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ｍについては，第 ３条第１ 項中 「規定する総所得金額」と あるのは 「規定す

る総所得金額 （第 １９ 条の ２に規定する特例対象被保険者等の総所得金額に

給与所得が含まれている場合においては，售該給与所得については，所得税

法第 ２８ 条第 ２項の規定に よって計算した金額の １０ ０分の３ ０に相ちする

を額によ るも のと する。次項において回 じ。 ）」 と， 「回条第 ２Ｊミ胤」と ある

のは 「法第３ １４ 条の ２第 ２項」と，前条第 １号中「総所得金額」 とあるの
一一一一

は「総所得を額（次条に規定する特例対象被保険者等の総所得金額に給与所

得が含まれている場合において は， 售該給与所得については， 所得税悵第２

８条第２ 項の規定によ って計算 したな額の１ ００ 分の ３０ に相燕するを額に

よる もの とす る。 次号攷び第３ 号において回 し。 ）」 とす る。

（国民健康保険税に関する申告）

第２ ０条　 国Ｉそ健康保険税の納税義務者 は， ４ナ］１ ５日 まで （国Ｒ健康保険税

の賦氛期 日後に納税義務がを生 した者は，售該納税義務が発生 した ロか ら１

５日 八内）に，萢該納税義務者‾ル、びその世帯に属する被保険者の所得その他

淑長が必ぢと認める事項を記載した申告書を 「ｔｆ長に提出しなければならな

い。 ただ し， ち該納税義務者茖、びその世帯に属する被保険者の前年中の所得

につき法第３ １７ 条の ２第 １項の申告書が巾長にを出 されている場合又は售

該納税義務者八びその世帯に属する被保険者が鶚項ただし書（法附則第 ３５

条の ２の ４第 ２項の規定により 読み替えて適鴇される場合を含む。 ）に規定
－

する者（法第 ３１ ７条の２ 第１ 項ただし書の条例で定める者を除く 。） であ
－

る場合においては，二 の限 りでない。

付　則

（公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特例）

４　 燕分の間，世帯圭又はその世帯に属する国Ｒ４康保険の披保険者若 しくは

特定回一世帯所属者が，前年中に所得税法第３５ 条第３項に規定する公的年

を等に係る所得について同条第４項に規定する価的年金等控除額（年齢６５

歳汕上である者に係る ものに肇る。 ）の控除を受けた場合における第１ ９条
－

の規定の適ｍについては， 回条中「法第 ７０ ３条の５ に規定する総所得金額
／ＶＷＷＶ￥丶

定の 適Ｊ４１ につ いて は， 第３ 条第 １項 中「規定する 総所得金額」 とあ るのは

「規定する総所得金額 （第 １９ 条の ２に規定する特Ｍ対象被保険者等の総所

祖金額に擶与所祖が含まれている場合においては，售該給与所得について

は， 所得税法第２ ８条第２項の規定によって計算 したを額の１ ００ 分の ３０

に相 葹す る金額に よる もの とす る。 次項 にお いて 回じ。） 」と ，「 回条第２

項」 とあ るの は「法第 ３１ ４条の２ 第２ 項」 と， 前条 第１ 項第 １号 中「総所
●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

得金額八び」 とあるのは「総所得金額（次条に規定する特例対象被保険者等
－

の総所得金額に給与所得が含ま れて いる 場合にお いて は， 售該給与所得につ

いては， 所得税悵第２ ８条第２項の規定によって歙算 した金額の１ ００ 分の

３０ に相 售す る金額に よる もの とす る。 次号八び第３ 号において回 し。 ）ぶ、
－ヽ

び」 とする。
－Ｗ

（国Ｒ健康保険税に関する 申告）

第２ ０条　国Ｒ健康保険税の納税義務者は，４ Ｊ１ １５ 日まで（国Ｒ４康保険税

の賦課期 日後 に納税義務が発生 した者は ，肖 該納税義務が発生 した 日か ら１

５日 八内）に，萢該納税義務者‾）攵びそのｔ俗にＭする被保険者の所得その他

面長 が必ぢと 認め る事項を 記載 した 申告書を 面長 に提 ｍし なけ ればならな

い。 ただ し， 售該納税義務者蓼、びその 耻俗 にＭする 被保険者の前年中 の所得

につき法第３ １７ 条の ２第 １項の申告書が市長にを出されている場合又は肖

該納税義務者‾ｋびそのｔｔ俗にＸする被保険者が回項ただし書に規定する者

（回項ただし書の条例で定める者を除く 。） である場合においては，このｍ

りでない。

付　則

（公的年金等に係 る所得に係る 国民健康保険税の課税の特例）

４　 售分の間，世帯主又はそのｍ俗にＸする国Ｒ健康保険の被保険者若しくは

特定鶚一世帯所属者が，前年中に所得税法第 ３５ 条第 ３Ｊミ肖に規定する公的年

奈等に係る所得について回条第４項に規定する価的年金等控除額（年齢６５

歳八上である者に係る ものに霾、る 。） の控除を受けた場合における第 １９条
一一一一－

第土漲の規定の適ｔこついては，回項中 「伍第７ ０３ 条の ５第 １項に規定す
一一
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及びロ」林所得金額」 とあ るのは「法第 ７０ ３条の５ に規定する総所得金額
－

（所得税法第 ３５ 条第 ３項に規定するぬ的年金等に係る所得については，同

条第 ２項第１ 号の規定によ って計算 した金額から １　５　０， ００ ０Ｆｊを控除し

た金額によ．るものとする。） 及び＼Ｘ」林所得金額」と，「 １， １０ ０， ０００

円」 とあ るの は「 １， ２５ ０， ０　０　０ＦＩ」 とす る。

（上場株式等に係るＥ肖所得等に係る国民健康保険税の課税の特例）

５　 世帯主又はその世帯に属する国Ｒ健康保険の披保険者若しくは特定同一世

帯所属者が法附鶚第３ ３条の２ 第５ 項の髱售所得等を有する場合における第

３条，第沮漁の２ ，第 ６条八び第１ ９条の規定の適ＪＩについては，第 ３条第
－

１項中「及びＬＬＸ林所得金額」と あるのは 「八びロ』林所得金額並びに法附則第

３３ 条の ２第 ５項に規定する上葹株式等に係るをＡ所得等の金額」 と， 「回

条第 ２項」と ある のは 「法第３ １４ 条の ２第 ２項」と ，鶚条第 ２項中「又は

Ｌね林所得を額」 とあるのは「若し くは ＬＬＩ林所得金額又は法附則第 ３３ 条の２

第５ 項に規定する上場株式等に係る配售所得等の金額」と ，第 １９ 条中 「及
－一一一一

びＬＬＸ林所得金額」 とあ るのは「八び ＬＩ」林所得金額並びに法附ｍ第３ ３条の２

第５ 項に規定する上場株式等に係るＲＡ所得等の金額」と する。

（長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例）

６　 せ帯圭又はその世帯に属する国Ｒ９康保険の被保険者若し くは特定回一世

帯所属者が法附則第３ ４条第４ 項の譲渡所得を有する 場合にお ける 第３ 条，

第５ 条の ２， 第６ 条八び第 １９ 条の規定の適作］ について は， 第３ 条第 １項中

「及び山林所得金額の合計額から回条第 ２項」・とあるのは「及びＬＬＩ林所得金

額並びに法附則第 ３４ 条第 ４項に規定する長期譲渡所得の金額 （租税特ＳＩ」楷

置法第３ ３条の４ 第１ 項若 しく は第 ２項，第 ３４ 条第 １項，第 ３４ 条の ２第

１項，第 ３４ 条の ３第 １項，第 ３５ 条第 １項，第 ３５ 条の ２第 １癢，第 ３５

条の ３第 １項又は第３ ６条の規定に該萢する 場合には，こ れら の規定の適ｍ

によ り回法第 ３１ 条第 １項に規定す る長期譲渡所得のを額から控除する金額

を控除した金額。 社下この項において「控除後の長期譲渡所得の金額」 とい

う。 ）の合計額から法第３ １４ 条の ２第 ２項」と ，「八びロ」林所得金額の合

計額 （」 とあるのは「及びＬＬ」林所得金額並びに控除後の長期譲渡所得の金額

る総所得金額八びロ』林所得金額」 とあ るのは「法第 ７０ ３条の５ 第１ 項に規
一一一

定する総所得金額 （所得税法第 ３５ 条第 ３項に規定する価的年金等に係る所

得については，回条第 ２項第１ 号の規定によ って計算 したを額から １　５　０，

００ ０Ｐニ１ を控除した金額に よる もの とす る。 ）及び畆林所得金額」 と，

「１ ，１ ００ ，０　０　０Ｆ９」 とあ るのは「 １， ２５ ０， ００ ０Ｆ］」 とす る。

（上場株式等に係る配萢所得等に係る国Ｒ健康保険税の課税の特例）

５　 き俗主又はそ のｔｔｔ俗に属する国Ｒ健康保険の披保険者若し くは特定鶚一世

俗所属者が法附則第３ ３条の２ 第５ 項の倪售所得等を有す る場合におけ る第

３条，第 ５条，第 ６条及び第１ ９条第１ 項の規定の適Ｈ］ については， 第３条
－

第１ 項中 「八びは」林所得金額」と ある のは 「‾ｋび ［Ｕ林所得金額並びに法附則

第３ ３条 の２ 第５ 項に規定する 上４株式等に係る 髱范所得等の金額」と，

「回条第・２ 項」 とあるのは「法第 ３１ ４条の２ 第２ 項」 と， 回条第２ 項中
「又 はＬＵ林所得金額」と ある のは 「若 しく は［１」林所得金額又は法附則第３３

条の ２第 ５項に規定する上場株式等に係る髱フ胞所得等の金額」と ，第 １９条
一一一

第１ 項中 「八びＬＬ」林所得を額」 とあるのは「ぶ、びロ』林所得を額並びに法附ＨＩ」
一一

第３ ３条の２ 第５ 項に規定する上場株式等に係る祉售所得等の金額」とす

る。

－

（長期譲渡所得に係る 国Ｒ健康保険税の課税の特例）

６　 世帯圭又はそ のせ俗に属す る国Ｒ健康保険の披保険者若し くは特定回一世

俗所属者が法附ｍ第３ ４条第４項の譲渡所得を有する場合における第３ 条，
第５ 条， 第６ 条ぶ、び第１ ９条第１ 項の規定の適鴇については，第 ３条第１項
－

中「八び畆林所得金額の合計額から 回条第２ 項」 とあ るのは「八び ＬＩ」林所得

兔．額並びに法附只｜」第 ３４ 条第 ４項に規定す る長期譲渡所得のを額 （祖税特ＳＩ」

措置法（Ｈｇ和３ ２年法律第２ ６号）第 ３３ 条の ４第 １項若し くは第２項，第
３４ 条第 １犧，第 ３４ 条の ２第 １項，第 ３４ 条の ３第 １項，第 ３５ 条第１
項， 第３ ５条の２ 第１ 項， 第３ ５条の３ 第１ 項又は第 ３６ 条の規定に該肖す
る場合に は， これ らの規定の適 丿干ｊに より 回法第３ １条第１ 項に規定する 長期

譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金額。け下この項において 「控
除後 の長期譲渡所得の金額」と いう 。） の合計額から 法第 ３１ ４条の２ 第２

項」 と， 「及びロ」林所得金額の合計額 （」 とあるのは「及びＬＬ」林所得金額並
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の合計額 （」 と， 回条第２項申 「又はＬＵ林所得金額」と あるのは 「若 しくは

［１」林所得金額又は法附則第 ３４ 条第 ４項 に規定す る長期譲渡所得の を額」

と， 第１ ９条申「八びロ」林所得金額」 とあるのは「八び［Ｕ林所得金額並びに
一一

法附則第 ３４ 条第 ４項 に規定す る長期譲渡所得のを額」と する。

（一般株式等に係 る譲渡所得等に係 る国Ｒ健康保険税の課税の特例）

７　 世帯主又はその世帯に属する国Ｒ健康保険の被保険者若しくは特定回一ｔｔ

帯所属者が法附則第３ ５条の２ 第５ 項の一般株式等に係る譲渡所得等を有す

る場白における第３条，策え兔ｇ？ ２， 第６ 条八び策士万全の規定の・ｍにつ

いては， 第３ 条第 １項申「八びロ」林所得を額」 とあるのは「八びロ」林所得金

額並びに法附ｍ第 ３５ 条の ２第 ５項に規定する一般株式等にＷる譲渡所得等

の金額」 と， 「回条第 ２項」と あるのは 「法第３ １４ 条の ２第 ２項」と ，回

条第 ２Ｊモ回申「又は ［ＬＩ林所得金額」と あるのは 「若 しく はロ」林所得を額又は法

附則第３ ５条の２ 第５ 項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」

と， 策よき圭中「ｊ、びＬＩ」林所祖を額」 とあるのは「八びロ」林所得を額並びに

法附則第 ３５ 条の ２第 ５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」

とする。

（上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例）

８　 世帯主又はその世帯に属する国Ｒ健康保険の被保険者若しくは特定回一世

帯所属者が法附則第３ ５条の２ の２ 第５ 項の上場株式等に係る譲渡所得等を

有する場合におけ る第 ３条，第 ５条の２ ，第 ６条ｊｌび第 １９ 条の規定の適ｊＨ

については， 第３条第 １項中「八びＶＬＩ林所得金額」と あるのは 「八びＬＬ」林所

得を額並びに法附則第 ３５ 条の ２の ２第 ５項に規定する上場株式等に係る譲

渡所得等の金額」 と， 「回条第 ２項」と ある のは 「法第３ １４ 条の ２第２

項」 と， 回条第２ 項中 「又はＬＬＩ林所得金額」 とあ るのは「若し くは山林所得

会：額又は法附則第３ ５条の２ の２ 第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所

得噂の金額」 と， 策士ｊと条中 「八び口１林所得を額」と あるのは 「ＲびＬＬＩ林所

得金額並びに法附則第３５ 条の ２の ２第 ５項に規定する上場株式等に係る譲

渡所得等の金額」 とす る。

びに控除後の長期譲渡所得のを額の合計額（」と ，回条第 ２項中「又は ロ」林

所得金額」と ある のは 「若 しく は［１」 林所得を額又は法附ｍ第３ ４条第４ 項に

規定する 長期譲渡所得の金額」 と， 第１ ９条第１ 項中 Ｖ反びロ」林所得金額」

とあ るのは「八び ［１」林所得金額並びに法附則第３ ４条第４ 項に規定する 長期

譲渡所得の金額」 とする。

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民Ｗ康保険税の課税の特例）

７　 せ俗主又 はそ のｔｔ俗 に属する ｍＲ健康保険の被ほ険者お しく は特定回一せ

俗所属者が法附ｍ第３ ５条の２ 第５ 項の一般株式等に係る譲渡所得等を有す

る場合におけ る第 ３条，箍丿条，第 ６条八び第１ ９条第１ 項の規定のｊＨＩに

ついては，第 ３条第１ 項中 「ぶ、び ＬＵ 林所得金額」 とあ るの は「八び ＬＬＩ林所得

金額兼びに法附則第３ ５条の２ 第５ 項に規定する 一般株式等に係る 譲渡所得

等の金額」と ，「回条第２ 項」 とあ るの は「法第 ３１ ４条 の２ 第２ 項」 と，

回条第２ 項中 「又 はＬＩ」 林所得を額」 とあ るの は「若し くは ＬＬＩ林所得奈額又は

法附則第３５ 条の ２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」

と， 第１ ９条第１ 瑕中 「‾反び ロ』 林所得金額」 とあ るの は「‾ｋびロ」林所得金額

並びに法附ｍ第３ ５条の２ 第５ 項に規定する 一般株式等に係る 譲渡所得等の

金額」と する。

（上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例）

８　 世帯主又はその世帯に属する国Ｒ９康保険の被保険者若し くは特定回一ｔｔ

帯所属者が法附則第３ ５条 の２ の２ 第５ 項の上場株式等に係る 譲渡所得等を

有する蘓合におけ る第 ３条，第え条，第 ６条八び第１ ９条第１ 項の藐定の亟

Ｈｊ につ いて は， 第３ 条第 １項 中「攷、びロ」林所得金額」と ある のは 「攷びＬＩ」林

所得金額並びに法附鶚第３ ５条の２ の２ 第５ 項に規定する 上場株式等に係る

譲渡所得等の金額」と ，「回条第２ 項」 とあ るの は「法第 ３１ ４条 の２ 第２

項」 と， 回条第２ 項中 「ス は山林所得金額」 とあ るの は「若し くは ＬＩ」林所得

を額又は法附聡第 ３５ 条の ２の ２第 ５項に規定す る上場株式等に係 る譲渡所

得等の金額」 と七万皿ｄＡ中八び畆林所得金額」 とあるのは「及び
ロ」 林所得金額並びに法附則第 ３５ 条の ２の ２第 ５項に規定する上場株式等に

係る譲渡所得等の金額」と する。
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（先物取り｜ に係る雑所得等に係る国Ｒ健康保険税の曩税の特例）

１　０　 ｔｔｔ帯主又はそのｔＵニ帯に属する［‾Ｗ民Ｗ康保険の被ほ険者若しくは特定回一

世帯所属者が法附則第３５ 条の４第４項の事業所得， 譲渡所得又は雑所得を

有する場合における第 ３条，第 ５条の２ ，第 ６条八び第１ ９条の規定の適丿干ｊ

については， 第３条第 １項中「八びロ」林所得を額」 とあるのは「及びロ」林所

得金額並びに法附則第 ３５ 条の ４第４項に規定する先物取り｜ に係る雑所得等

の金額」 と， 「回条第２項」と あるのは 「法第３ １４条の ２第 ２項」と，回

条第２項中「又は１ＪＪ林所得金額」と あるのは 「若 しく は｜」」林所得金額又は法

附ｍ第３ ５条の４ 第４ Ｊでａに規定する 先物 旬、らにＷる 雑所祖等の金額」 と，菫

１９ 条中 「ｊ１び ロ」林所得金額」 とあ るのは「及び山林所得金額並びに法附則
－

第３ ５条の４第４項に規定する先物取り｜に係る雑所得等の金額」 とする。

（土地の譲渡等に係る 事業所得等に係る 国Ｒ健康保険税の氛税の特例）

１１　 世帯主又はそ の世帯に属す る国民健康保険の被保険者若し くは特定同一

世帯所属者が法附則第 ３３ 条の ３第 ５項の事業所得又は雑所得を有する場合

における第３ 条， 第５ 条の ２， 第６ 条八び第 １９ 条の規定の適用について

は， 第３ 条第 １項中「八びロ」林所得金額」 とあるのは「八び日」林所得金額並

びに法附則第 ３３ 条の ３第 ５項に規定す る土地等 に係 る事業所得等の金額」

と， 「回条第 ２項」と あるのは 「法第３ １４ 条の ２第２項」と，回条第２項

中「又は ロ」 林所得金額」 とあ るの は「若し くは ＬＬ」林所得金額又は法附則第３

３条の３ 第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」と，第 １９ 条中
－

「攷、びロ」林所得を額」 とあるのは「Ｒびロ』林所得金額並びに法附則第３３条

の３ 第５ 項に規定する 土ｔ等に係る 事業所得等のを額」と する。

（特例適 ＨＩ利子等に係る 国Ｒ健康保険税の氛税の特例）

１２　 世帯主又はそ の世帯に属す る国Ｒ健康保険の被保険者若し くは特定回一

世帯所属者が弗国ｇ往者等の所得に対する相互主義による所得税等の非頂、税

等に 関す る法律（ 日ｇ れ］ ３７ 年法律第 １４ ４号）第 ８条第２ 項に規定する 特例

適丿干丿利子等， 回法第１ ２条第５項に規定する特例適丿干丿利子等又は回法第 １６

条第 ２項に規定する特例適ｍ利子等に係る利子所得， 髱范所得，譲渡所得，

一時所得‾反び雑所得を有する場合における第３ 条， 第５ 条の ２， 第６ 条及び
一一

（先物取ち＼に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の特例）

１０　世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の披保険者若しくは特定同一

世帯所属者が法附則第３５条の４第４項の事業所得， 譲渡所得又は雑所得を

有する場合におけ る第 ３条，第 ５条，第 ６条八び第１ ９条第１ 項の規定の適

ＪＩ について は， 第３ 条第 １項中「八びＬＬ」林所得金額」と あるのは 「及びは｜林

所得金額並びに缶附聡第３ ５条の４ 第４ 項に規定する先物取私に係る雑所得

等の金額」と ，「回条第２ 項」 とあるのは「法第 ３１ ４条の２ 第２ 項」 と，

回条第２ 項中 「又はＬＬＩ林所得金額」 とあるのは「若し くはロ」林所得金額又は

法附則第３５条の４第４項に規定する先物取り｜ に係る雑所得等の金額」と，

第１ ９条第１ 項中 「ＲびＬＬＩ林所得金額」 とあるのは「八びロ』林所得を額並び

に法附聡第３ ５条の４ 第４ 項に規定する先物取り目こ係る雑所得等の金額」と

する。

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の課税の特例）

１１　 ｔ帯主又はその世帯に属する国Ｒ健康保険の被保険者若し くは特定回一

世帯所属者が法附則第 ３３ 条の ３第 ５項の事業所得スは雑所得を有する４合

における第３ 条， 七よ，第 ６条八び第１ ９条第１ 項の規定のｊｌ加こついて

は， 第３ 条第 １項中「八び ロ」林所得き額」 とあ るのは「八びＬＵ林所得金額並

びに法附則第 ３３ 条の ３第 ５項に規定する土ｔ等に係る事業所得等の金額」

と， 「回条第 ２項」と ある のは 「法第３ １４ 条の ２第 ２項」と ，回条第 ２Ｊモａ

中「又は ＬＬＩ林所得金額」と ある のは 「若 しく はＶＬＩ林所得金額又は法附則第３

３条 の３ 第５ 項に規定する 土ｔ等に係る 事業所得等の金額」と ，第 １９ 条第
－

１項中「八び畆林所得金額」と あるのは 「八びＬＩ」林所得を額並びに法附則第
－

３３ 条の ３第 ５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」 とする。

（特例適 Ｈｊ利子等に係る 国民９康保険税のほ税の特例）

１２　 世帯圭又はその世帯に属するＥ日Ｒ健康保険の被保険者お しく は特定回一

世帯所属者が夕Ｉヽ【工｜居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非霖税

等に関する法律（Ｅ］ｇ和 ３７ 年法律第 １４ ４号）第 ８条第２ 項に規定する特例

適ルｌ利子等，回法第 １２ 条第 ５項に規定する特例適ＪＩ利子等又は回法第 １６

条第 ２項に規定する特例適ｍ利子等に係る利子所得， Ｅ肖所得，譲渡所得，

一時所得八び雑所得を有する場合におけ る第 ３条，第 ５条，第 ６条八び第１
一一　　　　　　　　 一一－
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第１ ９条の規定の適用については， 第３ 条第 １項中「 ＬＩ」林所得金額の合計額
一一一

から回条第２ 項」 とあるのは「ロ」林所得金額並びに外国居住者等の所得に対

する相互圭義によ る所得税等の非課税等に関する法律 （日回和 ３７ 年法律第１

４４ 号） 第８ 条第２項 （回法第 １２ 条第 ５Ｊミ肖し１び第 １６ 条第 ２項において準

Ｈ］する場合を含む。 ）に規定する特例適只］利子等の額 （社下この条八び第１
一一一

９条において 「特例適Ｈ」利子等の額」 とい う。 ）の合計額から法第３ １４条
一一－

の２ 第２ 項」 と， 「［ね林所得を額の合計額 （」 とあ るのは「 ロ」林所得金額並

びに特例適ＪＴ］利子等の額の合計額（」と ，回条第２項中「又はＬＩ」林所得兔．

額」 とあ るのは「若し くは ＬＬＩ林所得金額又は特例適ＪＨ利子等の額」と ，第１
一一

９条中「ロ」林所得金額」 とあ るのは「 ロ」林所得を額並びに特例適只］利子等の
－

額」 とする。

（特例適用配燕等に係る国Ｋ健康保険税の課税の特例）

１３　 ↑ｔ帯主又はその世帯に属する国Ｒ健康保険の被保険者若しく は特定同一

世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税

等に関する法律第 ８条第４ 項に規定する特例適万ｊＥ肖等，回法第 １２ 条第６

項に規定する特例適用髱范等又は回法第 １６ 条第 ３項に規定する特例適鴇髱

售等に係る利子所得， Ｅ肖所得‾ｋび雑所得を有する場合における第３ 条，第
一

５条の２ ，第 ６条‾ｋび第 １９ 条の規定の適Ｈｊ について は， 第３ 条第 １項中

「ＬＵ林所得金額の合計額から回条第２ 項」 とあるのは「仙林所得金額並びに

外国居住者等の所得に対する相五万主義による所得税等の非課税等に関する法

律（日ｇ和３ ７年法律第１ ４４ 号） 第８ 条第４項 （回法第 １２ 条第 ６項八び第

１６ 条第 ３項において準鴇する場合を含む。 ）に規定する特例適鴇祉萢等の

額（勁、下こ の条及び第１ ９条において 「特例適用髱ク脇等の額」 とい う。 ）の
一一一一一

合計額から法第３ １４ 条の ２第 ２項」と，印」林所得蜃．額の合計額（」とあ

るのは「ロ」林所得金額並びに特例適肖匹等の額の合計額 （」 と， 回条第２

項中 「又はロ』林所得金額」と あるのは 「若 しく はＬＵ林所得金額又は特例適用

Ｍ肖等の額」 と， 第１ ９条中「Ｌｎ林所得金額」 とあるのは「Ｌ」」林所得金額並
一一一

びに特例適用配肖等の額」 とす る。

（条約適鴇利子等に係る国ＲＳ康保険税の氛税の特例）

１４　 皀俗圭又はそのｔｔｔ俗に属する国民９康保険の披保険者若しくは特定回一

９条第１ 項の規定の適 Ｈｊ につ いて は， 第３ 条第 １項 中「 ロ』 林所得金額の合計
一一一

額か ら回条第 ２項」と ある のは 「山 林所得金額並びに外国居住者等 の所得に

対す る相互主義に よる 所得税等の非課税等に 関す る法律（昭和 ３７ 年法律第

１４ ４号）第 ８条第２ 項（回法第１ ２条第５ Ｊ五回ｊ、び第１ ６条第２ 項において

準ｍ する 場合 を含 む。 ）に 規定する 特例適只］利子等 の額 （い、下 この 条‾ｋび第
ｍｘ

１９ 条第 １項 にお いて 「特例適ｍ利子等の額」と いう 。） の合計額から 法第

３１ ４条の２ 第２ 項」 と， 「ロ」林所得金額の合計額 （」 とあ るの は「 県林所

得金額並びに特例適万］利子等の額の合計額 （」 と， 回条第２項中 「又はロ』林

所得金額」と ある のは 「若 しく はＬＬＩ 林所得金額又 は特例適 Ｈ」 利子等の 額」

と， 第１ ９条第１ 項中 「ＬＩ」林所得金額」 とあるのは「ＬＬ」林所得金額並びに特

例適用利子等の額」と する。

ｆ

（特例適用配萢等 に係 る国Ｒ健康保険税の課税の特例）

１３　 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の披保険者若し くは特定回一

世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相互主義に よる所得税等の非翦、税

等に関する法律第８条第４ Ｊミａに規定する特例適只］髱も等，回法第 １２ 条第６

項に規定する特例適鴇祉葹等又は回法第 １６ 条第 ３項に規定する特例適篦髱

范等に係る利子所得， 髱售所得八び雑所得を有する場合における第３条，第
－

５条，第６条Ｒび第１ ９条第１ 項の規定の適Ｈ］ については， 第３ 条第 １叛中
－

「ＬＵ林所得金額の合計額から 回条第２ 項」 とあ るの は「 ロ」 林所得金額並びに

タト国を往者等の所得に対する 相互圭義 によ る所得税等の非氛税等 に関する法
〃

律（Ｈｇ和３ ７年法律第１ ４４ 号） 第８条第４項 （鶚法第 １２ 条第６項八び第

１６ 条第３項において準ＪＩする場合を含む。） に規定する特例適尚匹等の

額（八下この条八び第 １９ 条第 １項において 「特例適ＮＮＸ髱范等の額」とい

う。 ）の合計額から法第３ １４ 条の ２第 ２項」と，「ＬＬＩ林所得を額の合計額

（」 とあるのは「山林所得金額並びに特例適用配肖等の額の合計額 （」 と，

回条第２項中 「又はＬＩ」林所得金額」 とあるのは「若しくはロ」林所得を額又は

特Ｗ蘊篦祉萢等の額」 と， ℡１ ９条第１ 項中 「口」林所祖金額」と あるのは
～

「［１」林所得金額並びに特例適用配范等の額」 とす る。

（条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例）

１４　 ｔｔ帯主又はその世帯に属する 国Ｒ９康保険の被ほ険者若 しく は特定回一
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ぎ帯所属者が祖税条約等の実施に伴 う所得税法、 法人税法‾ｋび地方税法の特

例等に関する法律 （昭和４ ４年法律第４ ６号。な下「祖税条約等実施特例

法」 とい う。 ）第 ３条の２ の２ 第１ ０叛に規定する条約適Ｊｆｊ利子等に係る利

子所得， 配售所得，譲渡所得， 一時所得及び雑所得を有する場合における第

３条，第 ５条の２ ，第 ６条Ｒび第１ ９条の規定の適ＪＩについては，第 ３条第

１項中「八びＬＬＸ林所得金額の合計額から回条第２ 項」 とあるのは「ｊ、びＬ１」林

所得金額並びに租税条約等の実施に伴う 所得税法、法人税法及び地方税法の

特例等に関する法律（９和４４年法律第４６ 号。 な下 「祖税条約等実施特例

法」 とい う。 ）第 ３条の２ の２ 第１ ０項に規定する条約適用利子等の額の合

計額から法第 ３１ ４条の２ 第２ 項」 と， 「八びＬＵ林所得を額の合計額 （」と

あるのは 「八び［１」林所得金額並びに祖税条約等実施特例法第３ 条の ２の ２第

１０項に規定する条約適用利子等の額の合計額（」と，回条第 ２項中「又は

ロ』林所得を額」 とあるのは「若しくはけ」林所得金額又は租税条約等実施特例

缶第 ３条の２ の２ 第１ ０項に規定す る条お・ｍ禾ｌ」子等の額」と ，重工えを中

「八びＬＬＩ林所得金額」 とあるのは「八びロ』林所得を額並びに租税条約等実施

特例法第３条の２ の２第１ ０項に規定する条約適用利子等の額」とする。

（条約適万匹等に係る 国民健康保険税の簇税の特例）

１５　 皀帯圭又はその世帯に属する国Ｒ健康保険の被保険者若しくは特定回一

世帯所属者が租税条約等実施特例法第３ 条の ２の ２第 １２ 項に規定する条約

適ＷＸ祉フ竺等に係る利子所得，祉售所得八び雑所得を有する場合における第３

条， 第５ 条の ２， 第６ 条八び第 １９ 条の規定の適只ｊ について は， 第３ 条第１
一一一

項中 「‾ｋびＬＬＩ林所得金額の合計額から回条第２ 項」 とあ るのは「及び山林所

得金額並びに租税条約等の実施に伴 う所得税法、 法人税法及び地方税法の特

例等に関する 法律 （冐、和 ４４ 年法律第 ４６ 号。 罧下 「祖税条約等実施特例

也」 とい う。 ）第 ３条の２ の２ 第１ ２項に規定する条お適只］Ｅ肖等の額の合

計額から法第 ３１ ４条の２ 第２ 項」 と， 「ｊ、び ロ』林所得金額の合計額（」と

あるのは 「ＷびＬＬＩ林所得を額並びに祖税条約等実施特例法第３ 条の ２の ２第

１２ 項に規定する条約適万］Ｅ肖等の額の合計額 （」 と， 回条第２ 項中 「又は

ロ」林所得金額」 とあ るのは「若し くは ロ』林所得金額又は租税条約等実施特例

法第３条の２ の２ 第１ ２項に規定する条め適Ｈ］Ｅ肖等の額」 と， 重上え条中

世帯所属者が祖税条約等の実施に伴 う所得税法、 法人税法八び地方税法の特

例等に関する 法律 （Ｆ昭和 ４４ 年法律第 ４６ そ。 罧下 「祖税条約等実施特例

法」 とい う。 ）第 ３条の２ の２ 第１ ０項 に規定す る条約適篦利子等 に係 る利

子所得パ匹所得， 譲渡所得，一時所得八び雑所得を有する場合における第

３条，第 ５条，第 ６条八び第１ ９条第１ 項の規定の適ルｊ については， 第３条

第１ 項中 「ｊ、びＬＵ林所得金額の合計額から回条第 ２項」と あるのは 「及びロ』

林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税法、 法人税法八び地方税法

の特例等 に関する 法律 （昭和４ ４年法律第４ ６号。以下「租税条約等実施特

例也」と いう 。） 第３ 条の ２の ２第 １０ 項に規定する条約適Ｈｊ利子等の額の

合計額か ら法第３ １４ 条の ２第 ２項」と ，「八び畆林所得金額の合計額 （」

とあ るの は「及び ＬＩ」林所得金額並びに祖税条お等実施特例法第 ３条 の２ の２

第１ ０項に規定する条約適夕Ｈ利子等の額の合計額（」と ，回条第 ２項中「又

はＶＬＩ林所得を額」 とあるのは「若しくはＬＩ」林所得を額又は租税条約等実施特

例法第３ 条の ２の ２第 １０ 項に規定する条約適ｊＦｊ利子等の額」 と， 第１ ９条
一一一一

第１ 項中 「ＲびＬＵ林所得金額」と あるのは 「及びＬＬＩ林所得金額並びに租税条
一－

約等実施特例法第 ３条の２ の２ 第１ ０項に規定する条約適鴇利子等の額」と

する。

（条約適用配售等に係る国民健康保険税の課税の特例）

１５　 ｍ帯圭又 はそ の世帯に属す る国Ｒせ康保険の披保険者若し くは特定回一

世帯所属者が祖税条お等実施特例法第３ 条の ２の ２第 １２ 項に規定する条約

適Ｗ索慝等に係る利子所得，髱范所得八び雑所得を有する場合における第３

条， 第５ 条， 第６ 条及び第 １９ 条第 １項の規定の適鴇について は， 第３ 条第

１項中「ＲびＬＬＩ林所得金額の合計額から回条第２ 項」 とあるのは「及びＬＬ」林

所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及びま方税法の

特例等に関する法律（［ＩＳ手口４ ４年法律第４ ６号。八下「租税条約等実施特例

法」 とい う。 ）第 ３条の２ の２ 第１ ２項に規定する条約適篦髱Ｌ萢等の額の合

計額から法第 ３１ ４条の２ 第２ 項」 と， 「及びＬＬＩ林所得金額の合計額（」と

ある のは 「八 び［１」 林所得を額並びに租税条約等実施特例法第３ 条の ２の ２第

１２ 項に規定する条約適ＪＩ配售等の額の合計額 （」 と， 回条第２項中 「又は

ＬＬＩ林所得金額」と あるのは 「若 しく はＬＬＩ林所得金額又は租税条約等実施特例

悵第 ３条の２ の２ 第１ ２項に藐定する条めｊＦＦｊＲ肖等の額」と ，篦大士鑿ム鍜
／
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「及びは｜林所得金額」と あるのは 「及び［ＬＩ林所得金額並びに租税条約等実施

特例法第３条の２ の２第１ ２項に規定する条約適ｍ匹等の額」 とする。

１項中「ＲびＬＵ林所得金額」 とあるのは「攷、びＬＵ林所得金額並びに祖税条約
－

等実施特例法第３条の ２の ２第 １２ 項に規定する条約適鴇髱熬等の額」 とす

る。

（令和４年度分の国Ｒ健康保険税の減免の特例）

１６　 勣長は， ｍＲ健康保険税の納税義務者の属する世帯内に　 １８ 歳に達す

る日 八後 の最屈の ３Ｊ１　３　１　日八前で ある ［日 民９康保険の被保険者 （末気学児

であ るも のを 除く 。涯下「 １８ 歳未満被Ｗこ険者」と いう 。） かお ると き，又

は未就学え反び１ ８歳未満被保険者な外の国Ｒ健康保険の被保険者が３ 人な

上あ ると きは，售該納税義務者に係 る令 手口 ４年度分 の国Ｗ隧康保険税につい

工Ｊ旌」で定める とこ ろによち懴氈する。
１７　 前叛の規定に よる 国Ｒ健康保険税の減免 は， 職権によ り行 うも のとす

る乙


